　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
新座市有建築施設の改修改築方針
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はじめに

本市は、これまで市民福祉の向上に対応するため、様々な施設の建築を進めてきました。

これら多くの公共施設は老朽化が進んでおり、施設を長期にわたって良好に維持管理していくためには、一定の年数の経過ごとに計画的な改修改築による維持保全や予防保全が必要となっています。

また、財政環境が厳しい状況の中で歳出抑制は非常に重要な課題であり、そのためには今ある施設を少しでも長く使用し、長寿命化を図ることも必要です。改修改築に要するコストは、経常的なランニングコストと併せ、本市財政の直面する大きな課題となっていることから、計画的かつ効率的な改修改築計画が求められています。

　　この方針は、このような状況を考慮し、公共施設の長寿命化と計画的な改修改築を進めることを目的として平成１９年７月に策定され、その後、平成２３年１０月に見直しを行い、方針の中で定めた定期的な見直し期間である５年後の見直し時期を迎えたものであります。

　　本市では、上記の課題を踏まえ、公共施設等の全体を把握し、中長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設の最適な配置を実現することを目的とした新座市公共施設等総合管理計画を平成２８年３月に策定しました。

　　この度、見直しを行う改修改築方針は、上記の総合管理計画及び第４次基本構想総合振興計画後期基本計画との整合を図りながらまとめたものです。

　　なお、今後においては、新座市公共施設等総合管理計画に基づいた公共施設等の更新・統廃合・長寿命化などの具体例を示した個別施設計画を平成３２年度までに策定する予定であることから、この方針はその基となるものです。

１　改修改築方針について
　　方針の目的
この方針は、市が所有する建築施設(以下「施設」という。)に関し、建物診断を基にした改修改築時期の目安を定めることにより、施設の長寿命化を図るとともに、施設利用者の安全性の確保並びに中長期的な財政負担の軽減及び平準化を図ることを目的とする。
⑵　用語の定義
ア　「改修」とは、施設等の改良及び模様替え並びに施設設備及び施設の付帯施設等の更新をいう。このうち、施設等の劣化や機能低下が内外の部材から設備機器等の大部分に及び、維持保全や施設利用に支障を来す前に、改良や更新を大規模に行う改修を「大規模改修」とする。
イ　「改築」とは、施設等の全部又は一部を取り壊し、用途や構造などが著しく異ならない施設を新たに建築することをいう。

ウ　「修繕」とは、損耗、劣化若しくは破損又は故障により損なわれた施設等の機能を回復させるために行う修理、補修等の行為をいう。
エ　「維持保全」とは、長期にわたり施設等の機能の維持及び耐久性の確保を図るために行う点検、保守及び清掃をいう。

オ　「施設整備」とは、施設等の改修、改築、修繕、増築、新築又は移転をいう。
カ　「ライフサイクルコスト」とは、施設等にかかる総合的な経費（生涯費用）をいう。
　　方針の位置付け

　　　この方針は、新座市公共施設等総合管理計画（平成２８年３月策定）に位置付けた公共建築物に係る個別施設計画の基として定めるものである。新座市基本構想総合振興計画の基本計画の策定又は見直し時においては、この方針で定めた改修改築時期を踏まえ、市の財政状況及び施設の利用状況、劣化状況等を勘案する中で、事業実施年度を決定することとする。
　　方針の期間
この方針の期間は、平成２８年度から平成４７年度までの２０年間とする。この期間のうち、平成２８年度から平成３２年度までを短期方針、平成　
３３年度から平成３７年度までを中期方針、平成３８年度から平成４７年度までを長期方針の期間とする。

⑸　方針の対象施設
　ア　既存施設の現状
本市では、現在２５０の施設を有しており、そのうちの多くは、昭和　　５０年代前後の高度経済成長期と人口急増に伴い、建設されたものである。
施設は、建築後３０年を経過すると急激に劣化が進行するが、既に１０６施設が建築後３０年以上を経過しており、さらに、中期方針の最終年度である平成３７年度には１３１施設に増え、所有施設の半数以上で劣化が著しくなる時期を迎える。このままの状態で維持すると改修改築工事が短期間に集中し、それに要する費用は膨大なものとなり大きな財政負担となることが予想される。
イ　対象施設の条件
　  この方針の対象とする施設の条件を以下のとおり設定する。
　対象施設は「建築物」とし、複合用途の施設は「１の施設」として扱う。

　　一団の土地にある２以上の施設は「１の施設」として扱う。ただし、小中学校については、校舎、体育館、給食棟、武道場等をそれぞれ「１の施設」として扱う。

	施　　設　　名
	施設数

	複合用途施設等
	・市民会館と図書館を１施設とする。
	１

	
	・福祉の里（福祉・図書館・体育館）を１施設とする。
	１

	
	・土地区画整理事務所（事務所・会議室）を１施設とする。
	２

	
	・市営墓園（管理棟・集会施設）を１施設とする。
	１


　構造は、全ての構造を対象とし、階数は問わないものとする。
　規模及び用途は、建築物の重要性、利用状況などを考慮し、原則として、延べ床面積１００平方メートル以上の建築物を対象とする。また、仮設的な建築物、敷地内の付属小屋、公衆便所、企業会計で所有する施設、独立した倉庫等の用途に使われている施設は除くものとする。

	施　設　名
	施設数

	除　外　施　設
	・公園のトイレ
	３１

	
	・市営運動場等の管理棟
	８

	
	・暫定自転車駐車場
	２

	
	・志木駅南口エレベーター
	１

	
	・水道企業部の施設（管理棟、高架タンク、調整池）
	１１


　この条件に基づきこの方針の対象施設を１９７施設とする。

　　　　　なお、新座市公共施設等総合管理計画における対象施設は１３３施設としているが、この方針では小中学校の校舎、体育館、給食棟、武道場をそれぞれ１施設として扱っていることなどから、別表１のとおり１９７施設としている。

（図１）建築年度別施設数
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（図２）建築面積別施設数
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（図３）構造別施設数割合
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（図４）階数別施設数
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２　方針の基本的な考え方

　　基本事項
　　ア　施設の耐用年数
この方針における耐用年数は、原則として、以下のとおりに設定する。
	構　造
	耐用年数

	鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）
	６０年

	鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）
	

	鉄骨造（Ｓ造）
	

	軽量鉄骨造（ＬＧＳ造）
	３０年

	木造（Ｗ造）
	

	その他（ＣＢ造等）
	


※　減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）及び建築物のライフサイクルコスト（国土交通大臣官房庁営繕部監修）を参考とした。
※　増築などを行うことで工事完了年度を異にする１棟の建築物は、最

も古い完了年度で判断するものとする。

　　イ　工事の時期
この方針における改修改築工事の時期は、原則として、以下のとおりとする。
	構造
	工事時期

	鉄骨鉄筋コンクリート造
鉄筋コンクリート造
鉄骨造
	建築後３０年目　大規模改修工事

建築後６０年目　改築工事

	軽量鉄骨造
木造
その他
	建築後３０年目　改築工事


※　減価償却資産の耐用年数等に関する省令及び建築物のライフサイクルコストを参考とした。
　　ウ　改修項目
施設として最低限必要とされる機能や性能を維持していくために重要な部分は、使用目的、部材及び機器の種類などにより異なる。
また、修繕や改修を必要とする頻度及び耐用年数も異なることから、施設運営の影響を考慮して、この方針において対象及び対象外となる改修項目を以下のとおりとする。
	　対象となる改修項目

	建　　築
	・建物外壁　　・屋根等の防水　　・建物内壁

	電気設備
	・受変電設備　・自動火災報知設備

	機械設備
	・空調設備　　・受水槽　　・エレベーター設備


　対象外となる改修項目（日常点検による修繕で対応する項目）
	・床張り替え
・天井塗装
・間仕切り等内装補修
・給排水管補修
・浄化槽設備補修
・ガラス、窓建具修繕
・トイレ補修等


　
⑵　基本方針
この方針における施設の改修改築に関する基本的な方針については、新座市公共施設等総合管理計画に定めた３つの基本的な考え方（１．公共施設等の総量の適正化、２．長寿命化の推進による財政負担の平準化、３．新たな公共建築物の建設は必要最小限に）を基に、以下のとおりとする。
ア　安全な施設の維持及び事故防止の観点から、緊急性及び必要性に十分配慮する。
イ　改修改築に当たっては、企画、設計、工事、改修、修繕、維持管理及び処分にわたるライフサイクルコストを十分検討し、コスト縮減等の効率化に努める。
ウ　施設を取り巻く社会環境の変化を十分認識した上で、改修等の必要性を精査する。
また、時代のニーズや市民要望等に沿った施設の在り方を併せて検討し、施設の持つ機能そのものを見直す。
エ　施設の設置目的の達成、利用者の減少等で必要性の低くなっている施設については、施設の廃止及び縮小、代替施設への転換並びに他の施設との統合を検討する。
オ　改修等の計画策定に当たっては、社会情勢の変化に応じた弾力的な対応を図り、適正な施設の保全に努める。

カ　長期的な施設の機能を維持するために、施設の管理者による日常的な維持管理に努める。
　施設別改修改築年次の推定

この方針は、平成２３年度に策定した改修改築方針における位置付けを基本とし、一部老朽化が進んでいる施設については、再度の建物診断（１次建物診断：市職員の目視による調査　２１ページ参照）を行うなど、改めて各施設における改修改築が必要となる年次を推定した。推定結果については、別表１「改修改築方針総括表」（以下「総括表」という。）のとおりである。

また、短期方針期間（平成２８年度から平成３２年度まで）については、平成２８年３月に策定した第４次基本構想総合振興計画後期基本計画における事業計画に合わせた位置付けとしている。

<注意点>

１　総括表における改修改築時期は、設計条件、施工状態、維持保全状態によって異なるものであり、本市が独自に定期年数として策定したものである。また、各事業課により所有施設の改修改築の計画がある場合は、事業課の計画内容を踏まえて策定している。
２　総括表における改修改築等の費用は、施設の立地条件や固有の特性による劣化状況等は考慮していない。また、公共施設等更新費用試算ソフトの㎡単価及び過去の工事実績を基に算出（２２ページ参照）したものであり、実際の工事の際の見積額としての使用を想定したものではない。
３　総括表に定めるもの以外の修繕、メンテナンス及び日常的に発生する費用については、含まれていない。

　⑷　短期方針・中期方針・長期方針
ア　短期方針：平成２８年度から平成３２年度まで
　第４次基本構想総合振興計画後期基本計画に基づき、定めたものである。
　財政負担の平準化を図るため、改修等の時期の調整を行うものとする。
イ　中期方針：平成３３年度から平成３７年度まで
　短期方針との流動的な調整を必要とする期間とする。
　各施設の建築年度を基準に、改修改築工事の時期を前述の耐用年数及び工事の時期を参考にして定めたものであるが、財政負担の平準化を図って、改修等の時期の調整を行うものとする。
ウ　長期方針：平成３８年度から平成４７年度まで　　　
　各施設の当初建築された建築年を基準に、改修改築工事の時期を前述の耐用年数及び工事の時期を参考にして定めたものである。
　今後の定期見直しでは、個々の施設の実態に即した建物診断を行うものとする。

　⑸　経費総括表

　　　この方針の期間内（平成２８年度から平成４７年度まで）の各年度におい　　て必要と見込まれる経費（設計委託費・監理委託費・工事費）については、別表２「平成２８年度～平成４７年度経費総括表」に記載したとおりである。
　　

３　方針の見直しについて
　　定期的な見直し
年次の経過とともにこの方針の内容と実態に差異が生じるため、この方針では、基本構想総合振興計画に基づく基本計画の策定時に合わせ、５年ごとに見直しを行うこととする。
また、方針策定後に施設の廃止又は新たな取得が決定された場合には、次の定期的な見直し時に反映させることとする。

なお、国から公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画に係る技術的助言等が示された際には、必要に応じてこの方針の見直しを行い、個別施設計画の策定を行うこととする。

　見直しのポイント　
　方針の対象となる項目に不足がないか見直す。
　施設及び設備の傷み具合に応じて、改修改築の時期及び方法を見直す。
　　　社会状況及び財政状況の変動を考慮して支出計画を見直す。

　　　国から示される予定の公共施設等総合管理計画の個別施設計画に係る技術的助言等に基づき、個別施設計画として必要とされる事項等について加筆、修正等を行う。

４　日常的な保全管理について

この方針を適切に推進していくためには、改修改築を適切な時期に実施していくとともに、予防保全型維持管理を進め、施設の長寿命化を図る必要がある。そのため、新座市公共施設等総合管理計画で定めた実施方針に基づき、下表のとおり、点検、診断及び修繕等を行うこととする。

【新座市公共施設等総合管理計画Ｐ２６　表３－２－⑵－①　実施方針（公共建築物）】

	項　目
	内　容

	①　点検・診断等の実施
	・　専門家などによる点検・診断のほか、職員による日常的な点検を実施し、施設の劣化状況の把握に努めます。また、その結果を踏まえた修繕や改修の実施により、予防保全型維持管理を推進します。

	②　維持管理・修繕・更新の実施
	・　維持管理に掛かる費用や業務内容を分析し、計画的な維持管理・修繕を推進します。また、指定管理者制度の導入などの民間事業者の持つ知識、経験及び技術を活用するなど維持管理に掛かる費用の縮減を図るとともに、施設使用料などの適正化を図ります。
・　将来の財政負担の縮減及び平準化を図るため、ライフサイクルコストの縮減と更新時期の集中化の回避を図ります。
・　ＰＰＰやＰＦＩなどにより民間事業者の持つ知識、経験及び技術を活用し、施設の維持管理などにおける官民の連携を図り、将来の財政負担の縮減と行政サービスの維持・向上を図ります。


	③　安全確保の実施
	・　専門家などによる点検・診断のほか、職員による日常的な点検を実施し、施設の劣化状況の把握に努めます。また、その結果危険性が確認された施設については、利用状況や危険度などを踏まえ計画的な修繕及び除去などを検討し、安全確保に努めます。


	④　耐震化の実施
	・　耐震診断を実施し、施設の耐震性能の把握に努めます。また、その結果危険性が確認された施設については、利用状況や危険度などを踏まえ、施設の耐震化を図ります。


	⑤　長寿命化の実施
	・　予防保全型維持管理の推進により、施設に重大な損傷や致命的な損傷が生じる前に修繕を講じることで、ライフサイクルコストの縮減と長寿命化を図ります。


	⑥　統合や廃止の推進
	・　老朽化が著しい施設については、必要性を見極めた上で周辺施設の立地状況を踏まえながら、複合化や更新を図ります。また、将来的な施設の利用需要の変化等を踏まえ、近隣市との相互利用や共同運用などによる効率的な施設配置を図り、市民ニーズへの対応を検討します。
・　市民ニーズや費用対効果などを踏まえながら、必要なサービス水準を確保しつつ、厳しい財政状況などを考慮し、施設総量の適正化を図ります。


	⑦　総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築
	・　施設の計画的な管理を推進していくためには、行政内部のみならず受益者である市民等の理解と協力が必要不可欠であることから、積極的な情報開示に努め、施設に関する情報や課題の共有を図ります。
・　ＰＰＰやＰＦＩなどにより民間事業者の持つ知識、経験及び技術を活用し、施設の維持管理などにおける官民の連携を図り、行政サービスの維持・向上を図るための体制の構築を目指します。



　　なお、具体的な定期点検及び日常的な保全業務については、平成２３年１０月に定めた「新座市有建築施設保全マニュアル」を基に進めていくこととする。
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